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1. はじめに 
 

 我が国の人口は2005年より増加から減少へ転じており、

都市計画においても拡大を前提とした計画から、人口減

少時代に対応した、コンパクトで効率的な都市経営が可

能となるような計画が求められている。特に市街化調整

区域（以下、調整区域）は、従来の人口増加による開発

圧力に対する受け皿としての役割から、人口減少に対応

した田園環境の保全等の役割に変化してきたといえる。 

一方で、調整区域では、開発規制に伴う人口減少

と地域活力の低下や地域社会の維持が問題とされて

いる中で、郊外農村部においては、農業従事者の高齢化

や若者の離農等によって農業の後継者不足が顕在化して

おり、耕作放棄地が広範に発生している状況にある。区

域区分制度はスプロール現象防止へ一定の効果を果たし

てきたと言われるが、今後の長期的な人口減少時代にお

いては、調整区域の画一的な開発規制は既存集落や農村

の維持等を考えると限界に来ている。しかし一方で、調

整区域においては、依然として沿道開発や小規模宅地開

発等の乱開発により、市街地が散漫に広がる例もみられ

ており、今後、人口減少が進む中、都市圏全体を見通し

て持続可能な地域形成の為の土地利用計画の立案と調整

区域の位置付けが求められている。こうした中で、地方

分権の要請にも応えるために、2000年の都市計画法改正

（以下、改正都市計画法）により、(1)区域区分制度の採

択が地方自治体の意思に委ねられ、(2)調整区域の開発許

可制度運用について自治体の意思が反映できるようにな

った。これらの改正によって、過去に制度化された調整

区域における地区計画と併せて、調整区域等の都市郊外

部の土地利用の管理に、地域の実情に応じられるような

仕組みが充実してきたと言える。 

改正都市計画法の開発許可制度の運用にあたっては、

地域の状況に応じて区域区分制度を補完し、スプロール

市街地の抑制とともに、既存集落の衰退に歯止めをかけ

地域活力や地域社会を維持する側面も重要であると考え

られる。 

 調整区域を始めとした都市郊外部の土地利用の問題や

開発許可制度に関する既往研究は多く、和多1)は、地方

都市での改正都市計画法の運用に関する研究を通じて、

区域区分制度と開発許可制度の運用の有効性と問題点を

明らかにしており、大村2)は、調整区域の開発メカニズ

ムを通じて、開発パターンを明確にし、土地利用上の問

題点を明らかにしている。 

 そこで本研究では、人口減少時代の調整区域の土地利

用計画のあり方を考察する目的で、特に開発許可条例（都

市計画法34条8号3及び4、以下34条8の3、4とする）の運

用に着目し、条例制定済み県下の市町村の人口動向と土

地利用分析、町丁目レベルでの人口動向等の事例研究を

通じて人口変化と条例の関係性について検討するととも

に、郊外開発に関する既存制度を概観し、調整区域にお

ける人口増加施策と土地利用計画の在り方について検討

する。 

 

2. 条例制定都市における調整区域人口動向 

 

本研究では、既に34条8の3、4の両方の開発許可条例

を制定している16県の都市計画区域のうち、線引き済み

の135の都市計画区域（以下都計区域）における277市町

村の調整区域の人口動向を、改正都市計画法が制定され

た2000年を中間として、1995～2000年、2000年～2005年

の2期間において調査した（図1）。また、同期間におい

て調整区域人口と調整区域面積の変化も調査し（図2）、

特徴的な変化を示す都市について分析を行う。 

 

2-1. 調整区域人口規模別の人口増加率 

 図1（増加率± 10%以内）では、95～00年、00～05年の

両方で減少傾向にある事が見て取れるが、総数として見

れば00～05年において人口が増加している調整区域が増
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えている事が分かる（表1）。 

 都計区域内の市町村を人口規模別に分類してみると、

人口5万人未満の都計区域内市町村の調整区域において

は、2期間において減少傾向にあり、人口が5万～10万人

の市町村の調整区域人口については、95～00年において

は減少しているものの00～05年の期間において増加に転

じている。また、人口10万人以上の市町村の調整区域人

口は、95～00年において増加しているものの00～05年に

おいては減少に転じている。 

 これらの要因として考えられるのは、5万人未満の市町

村における人口減少は、もともと都市の活力に欠け、条

例制定を活用して調整区域活性化を図る事が困難なこと

が考えられる。5万人以上10万人未満の市町村においては、

条例による調整区域人口の定着が実現したということも

考えられる。一方、10万人以上の都市については、市街

化圧力の低下という事も考えられるが、むしろ旺盛な宅

地化圧力に対して調整区域の開発規制を厳格に運用した

結果、周辺市町村への人口流出をもたらしたという事も

考えられる。 

 

2-2． 調整区域人口規模別での人口と面積の増加率 

 図2では、2-1と同様の期間において、面積増加率を加

えた分析を行った。 

 近年、進行している市町村合併等の影響により、都市

計画区域自体が増加した影響から、調整区域の増加率が

大きくなった例や線引き見直し等を経て、調整区域が市

街化区域に編入された可能性のある市町村もある。区域

変動は無いが、人口が減少している市町村は人口定着の

効果という意味で条例制定の有無が興味深い。また、区

域面積をほぼ維持しつつ、人口が増えている市町村（該

当区域が全体的に多い）は、調整区域における人口定着

に成功している例であると考えられるが、条例制定の有

無と宅地化の実態が問題となる。 

さらに、調整区域の面積が減少しているにも拘わらず、

人口が増加している市町村は、調整区域への人口流出の

可能性とそれに付随した何らかの乱開発があった事も考

えられる。 

 

3. 開発許可条例の運用事例－島根県松江市－ 

 

人口規模が10万人以上の都市の調整区域の人口増加

率は、近年減少に転じている中で、人口10万人以上の都

市で近年調整区域での人口が増加傾向にあって、開発許

可条例を制定している松江市について土地利用や地域指

定状況等を考慮した上で、人口の変化を町丁目単位で検

討した。 

松江市は「松江市開発行為等の許可の基準に関する条

例」（市街化調整区域の緩和条例）を2002年10月より施

行している。本条例は、2000年法改正を受け、松江市に

よる土地利用方針策定協議会や都市計画審議会で審議し

た結果策定された1)。特に、区域区分制度は引き続き存

続させつつも、調整区域の農村の活性化や区域内の住民

意向等を加味し、策定されたという点で、線引き制度を

補完する形で現実化したものである。 

 松江市条例では、調整区域内の既存集落や幹線道路と

の関係等の各地域の立地条件に応じてＡ～Ｄ区域を指定

し、この指定に応じた開発許可要件を設定していること

に特長がある。この松江市の条例によって指定された区

域を図3に示す。 

 2000年から2005年の町丁目毎の人口動向は図4に示し

た通りであるが、特に増加を示している町丁目としては、

市街化区域内の町丁目を除くと、条例指定区域の地域で

あった。特に、増加傾向を示した区域は、条例で指定さ

れた区域であり、松江市における調整区域人口増加の原

因として、開発許可制度の運用が考えられる。 

 

 3-1.本庄地区 

図 1 条例制定済み県下における市町村別の人口増加率（N=277） 
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表 1 条例制定済み県下の市町村における人口増加率 

95～00年 ～-3%
-3%

～-1%
-1%
～0%

0%
0%

～1%
1%

～3%
3%～ Σ

10万人以上 10 9 22 7 10 11 8 77
比率 43% 20% 26% 17% 32% 32% 42% 28%

5万人以上10万人未満 4 12 13 16 7 9 3 64
比率 17% 27% 15% 38% 23% 26% 16% 23%

5万人未満 9 23 49 19 14 14 8 136
比率 39% 52% 58% 45% 45% 41% 42% 49%
Σ 23 44 84 42 31 34 19 277

00～05年 ～-3%
-3%

～-1%
-1%
～0%

0%
0%

～1%
1%

～3%
3%～ Σ

10万人以上 5 18 19 5 15 6 9 77
比率 38% 27% 20% 22% 39% 27% 45% 28%

5万人以上10万人未満 3 17 19 10 6 6 3 64
比率 23% 25% 20% 43% 16% 27% 15% 23%

5万人未満 5 32 56 8 17 10 8 136
比率 38% 48% 60% 35% 45% 45% 40% 49%
Σ 13 67 94 23 38 22 20 277

図 2 市町村別の調整区域面積増加率と人口増加率の関係（N=277） 
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 人口増加地区である当地区(図4の①の地区)は、市の条

例により「Ｄ区域」指定とされており、自己用の住宅、

兼用住宅の建築を許容している。住宅建築を許容してい

る点で、人口定着へつながる区域指定がされている。 

また、「ふるさとタウン本庄地区」として、調整区域

の地区計画（2000年8月）が制定されており、条例と併せ

て人口定着を図っている。 

3-2. 東長柄地区 

 当地区(図4の②の地区)においては農用地区域が多く

存在している事から、この地区のＣ区域の指定には農村

集落の活力維持等という目的があると考えられる。特に、

Ｃ区域は条例によって大規模既存集落区域とされており、

農用地区域の保全と同時に開発区域の規模を制限するこ

とで良好な住環境も保てるという点で、農業環境保全と

人口定着も含めた地域社会の維持を図っている例と考え

られる。 

 

4. 調整区域地区計画に関する分析 

 

 調整区域地区計画は、2000年法改正に伴い導入された2

つの開発許可条例と併せて、これからの調整区域のまち

づくり或いは地域づくりに寄与する3)と考えられている。 

 既に見てきたように、松江市においては開発許可条例

と併せて調整区域地区計画を実施した事で、人口増加に

結びついたという例も見られる。 

 そこで、本項では、今回対象とした16県における調整

区域での地区計画制定状況を概観し、地区計画制度に関

する検討を行う。 

 図5は調整区域での地区計画実施状況について、人口増

加率と地区計画面積の関係を示している。 

分析対象となった36市町村で、調整区域人口が増加傾

向にある市町村は13市町村であり、計画制定面積が小さ

いこともあって、現状では地区計画の実現は必ずしも人

口増加に結びついていない例も多い。 

5．開発許可条例制定県下の市町村が抱える問題点 

 

本項では、開発許可制定済みの都道府県下にあるが、

許認可市以外の市町村が抱える問題点の例として、①開

発許可条例を活用して調整区域で人口増加を図ろうとし

ているが県が同条例を認めない地域の例、②中核市とし

て条例制定権があるが、広域的観点から制定を見送り、

他の制度等を用いて調整区域の居住環境を整備し人口を

増やしている都市の例を取り上げる。 

5-1.神奈川県県西地域の例 

神奈川県は、調整区域における開発規制を厳格に運営

してきた経緯がある中で、近年、人口減少が進行してい

る県西部では、調整区域の条例制定についての要望書を

出している。しかし、県は34条8号3を制定する事で連た

んにより次々と市街地が拡大してしまう点を懸念し、区

域区分制度の理念に反するという理由で条例制定を認め

ていない4)。 

5-2.愛媛県松山市の例 

 松山市は中核市として松山広域都市計画区域の中で、

唯一、開発許可事務処理権を有するが、開発許可条例を

制定していない。 

 この理由としては、郊外部へのスプロール化の懸念に

加えて、松山市周辺の2市4町（伊予市、北条市、松前市、

砥部市、重信市、川内町）からの人口吸収を愛媛県が懸

念している事からである。 

一方で、松山市では、調整区域人口が継続して増加傾
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図3 松江市開発許可指定区域(1) 図4 松江市町丁目別人口増加率(2000年―2005年) 
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図 5 市町村別の調整区域における各地区計画の面積と人口増加率 
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向にある。この要因の一つに、調整区域において国土交

通省の「ふるさとマイホーム推進事業(3)」を活用して大

規模住宅を建設した事が挙げられる。 

開発許可条例ではなく、既存の制度を活用した大規模

宅地開発を行う事は、散発的な開発でなく計画的な宅地

開発を目指すという点で評価できるが、一方で、近年問

題視されているニュータウン等のオールドタウン化の問

題(2)が起こり得るという事に加えて、調整区域に孤立し

た立地から、このような大規模住宅団地は、高齢化の進

行のもとで陸の孤島ともなり得る。今後、人口減少と共

に高齢化が進行した時を考えると、コンパクトな市街地

形成の実現が重要となってくる。 

 

6．調整区域におけるその他の開発関連制度 

 

調整区域における開発は、改正都市計画法によって位

置づけられた2つの条例及び地区計画の3つによるものが

主流であるが、以下に示すような政府認定の事業で宅地

開発が行われる例もあり、調整区域における人口・土地

利用への影響という面からは無視できない。 

6-1.優良田園住宅制度 

1998年に議員立法によって創設された「優良田園住宅

の建設促進に関する法律（以下、優良田園住宅法）」で

は、市町村が作成した基本方針に沿った住宅建設を認定

する方式を採っているが、現在までに基本方針を策定し

ている自治体は23市町に留まっている。 

特に神奈川県では、①広い敷地、低容積率でコストに

見合う適地が県内にあるか、②低密度・入居階層限定で

地域活性化につながるのか、という点で住宅地として魅

力があるかという問題点が挙げられており、県内では検

討過程である。 

6-2.ふるさとマイホーム推進事業 

 同事業の開発件数は41件で、計画戸数は計約23000戸

（同1900ha）に及ぶ。調整区域或いは都市計画区域外に

おいて同制度を利用して大規模開発を行う事から、ゆと

りある居住環境の実現と計画的な市街地形成という点で

は評価できるが、既に述べた通り、高齢化のもとでの孤

立化、都市のコンパクト性の維持という観点から問題点

も含む。また、我が国の総人口が減少していく中では、

郊外部における大規模宅地開発は宅地の売れ残り等の可

能性も残しており、調整区域の土地利用という面からは

疑問も残る。 

 

7．まとめ 

 

本研究では、既に34条8の3、4の両方の開発許可条例

を制定している16県の都市計画区域において、線引き済

みの135の都市計画区域の内、277市町村の調整区域の人

口動向を、1995～2000年、2000年～2005年の2期間におい

て調査した。その結果、人口5万人未満の市町村の調整区

域においては、1995～2005年の期間において減少傾向に

あり、人口が5万～10万人の市町村の調整区域人口につい

ては、95～00年においては減少しているものの00～05年

の期間において増加に転じている。また、10万人以上の

地方中心都市等における調整区域人口は、95～00年にお

いて増加しているものの00～05年においては減少に転じ

ている事が明らかになった。今回、分析対象とした都計

区域における調整区域人口は、2000年以降総じて減少傾

向にあり条例による調整区域における開発の柔軟化は、

これまでのところ必ずしも人口増加と結びついていると

は言えないが、松江市のように、調整区域内の既存集落

との関係等の立地条件を踏まえた区域指定とその区域指

定に応じた開発許可要件の設定や農用地区域の保全、さ

らに調整区域地区計画を用いて優良農地の保全と人口増

加を実現している事例も見られた。 

また、調整区域における地区計画では、これまでの実

績が少ないこともあるが、人口増加に直接的に関与して

いるとは言い難い。 

さらに、本研究では開発許可制度と地区計画以外にお

ける調整区域の人口増加施策として、郊外大規模宅地開

発に関する既存制度を概観したが、人口減少が進む我が

国において、郊外の大規模開発はニュータウンのオール

ドタウン化や都市のコンパクト性という観点から疑問が

残る。 

 最後に、今後の我が国における調整区域の土地利用計

画では、従来の局所的な個別の開発から脱却し、戦略的

に開発許可制度等を運用し、地域の実情に合うような面

的な整備・開発を誘導する事に加えて、農村等の既存集

落や田園風景、或いは自然環境の保全等を含めた、総合

的な土地利用計画の立案と実現が重要である。 

 

【補注】 
(1) 松江市建築指導課ホームページ 
(2) 例えば,首都圏白書（2004 年版）によれば、ニュータウン

においては、若年人口よりも老年人口の比率が近年高まってお

り,ニュータウン内での空洞化への懸念がある。 

(3) ふるさとマイホーム推進事業：大都市圏居住者が地方圏で

立つ地取得を行い,良好な住環境を持つ「新ふるさと」への住み

替えを推進し,地方圏の活性化及び健全な発展を図る事を目的

として1995年度より建設省で創設したもの。 
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